
第62期    事 業 の ご 報 告 　　　　 遠藤科学株式会社

　第62期の事業の概況を次のとおりご報告申し上げます。

1.当期事業の概況

　当事業年度期間のわが国経済は、2013年初頭以降景気回復基調が持続する中、

2014年4月の消費税率引上げ前の駆け込み需要の増加とその後の反動減により大き

く変動しました。この間、民間消費需要

は堅調に推移しましたが、円安にもかか

わらず輸出は横ばい状態で増加しません

でした。その結果当社の主要顧客である

製造業では生産量の回復が極めて緩やか

であり、設備投資需要も低調な状況で推

移しました。しかし2013年秋以降は、一

部に長く停滞した設備更新需要回復の動

きがみられ、消費増税前の駆け込み需要と思われる受注増も発生しました。

　こうした中、当社は前年に続いて「お客様にセミナーを提供するＰａｒｔⅡ」

を営業方針とし、本社主催・営業所主催の技術セミナーや客先社内セミナーを継
続的に実施してお客様に最新の技術情報を提供する活動に注力しました。

　その結果、当期上半期は受注が好調に増加し、消費増税直前の2014年3月には

過去最高の月間売上高を記録し、売上の反動減少も短期間で回復したため、通期

業績は前期比増収増益となりました。通期の受注高は前期比110％の207億円、売

上高は205億円（前期比107％）、売上総利益25.3億円(同108%)で、6年振りに売上

200億円の大台を回復できました。2014年4月に6年振りのベースアップを含む昇給

を実施したこと等により販管費は若干増加しました。経常利益は0.83億円(前期比

138%)、当期純利益は0.42億円(同143%)となりました。

2.財産及び損益の推移（単位百万円）
58期 59期 60期 61期 62期(当期)
2010.7 2011.7 2012.7 2013.7 2014.7

 　売 上 高 16,097 17,936 19,792 19,192 20,451
 　経常利益 　　　▲40 91 27 60 83
 　当期純利益 24 39 ▲50 29 42
　 総 資 産 9,777 10,556 9,832 9,563 10,794
 　純 資 産 2,626 2,663 2,566 2,673 2,812

　　 　　 ※差益は営業管理上の粗利益(売上－仕入)です。

　　※配分前利益は決算賞与(経費処理)控除前の金額です｡

事　業　報  告　(2013年 8月 1日から2014年 7月31日まで）
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3.当期の事業活動

　営業活動では、前年度に引き続き「お客様にセミナーを提供するPartⅡ」を全

営業所あげて実施いたしました。当年度内、本社主催セミナー6回、営業所主催セ

ミナー36回を開催し、延970人のお客様にご参加いただきました。更には客先内で

のインハウスセミナー195回、客先社内展示会59回を開催、いずれも仕入先メーカ

ー各社様のご協力により成功裏に実施できました。合わせてメーカー様主催の技

術セミナーへの誘客にも注力し、延400名を超えるお客様にご参加いただきました。

　また技術部各課は、担当するメーカー各社と共同で当社技術部門の有する高度

な専門性やメーカー様との緊密さをアピールして「技術商社 遠藤科学」の認知度

向上を図ると共に、特注品の設計製作・機器の点検校正・修理メンテナンス等、

当社技術部門業務のＰＲに努めました。  

　今期も、「希望納期内に納品」を合言葉に納期管理の徹底と早期納品に努めた

結果、客先希望納期内納入率が向上し、平均納期も3年前に比べて、短納期品（納

期2週間以内の商品）で1.5日、中納期品（納期2週間～1ヶ月以内の商品）で5日短

縮され着実な成果が得られました。

　今年度も定期採用を継続し2014年4月には7名の新卒者を迎え、期末までの4ヶ月

間は例年通りの新入社員教育を実施し、8月より配属しました。また2015年4月入

社予定の新卒者採用活動を計画通り実施し、安定的な人材確保を図っています。

特に入社5年未満の若手社員教育と先輩アドバイザーによるサポートに注力し、

若手社員の早期育成と定着に努めています。

　設備投資面では、東日本大震災でかなりの被害を被ったつくば営業所の改修工

事を実施し、事務所スペースを大幅に拡張しました。

　資金面では、2014年3月の記録的な売上高に伴う買掛金の急増により、運転資金

の逼迫が懸念されましたが、売掛金回収が順調であったことと、各取引銀行から

円滑な資金供給が得られたことにより順調に推移しました。

当年度中の業績動向について報告します。

　受注は、景気の回復と消費増税前の駆け込み需要により期首から高水準で推移、

2014年3～5月は反動減で減少したものの通期では大幅な増加となりました。年間

受注高は前期比110％の207億円となり、6年振りに200億円の大台を回復しました。

この結果、年度末の受注残は前期比109％の28.5億円となりました。

　売上高は、2014年2月までは好調な受注にも係らず前年実績並みの状況でしたが、

2014年3月に過去の月次売上最高記録（1997年3月）を大きく上回る実績を記録し、

通期で205億円（前期比107％）となり目標200億円を達成できました。この実績は

リーマンショック不況前(56期)の売上高に比べると95%の水準であります。

　売上総利益は、売上高同様2014年3月に記録的な高収益があり、その後の反動減

も短期で回復しました。通期実績は前期を1.8億円上回る25.3億円（前期比104％)

となりました。

　経費面では、2014年4月に6年振りのベースアップを含む昇給を実施した結果、

給与手当、退職給付費用などの人件費が若干増加しました。人件費以外の販管費

は前期並みに抑制されましたが、販管費全体は前期を1.5億円程上回る24.9億円

(前期比107％)でした。

　以上の結果、営業利益35百万円(前期は10百万円)、経常利益83百万円(前期60

百万円)、当期純利益42百万円(前期29百万円)でした。
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4.会社の現況

①事業内容については当期中大きな変動はございません。また部門別(セグメント)

管理はしていません。

事業所 本社(静岡市)  営業所 つくば・千葉・横浜・平塚・厚木・御殿場・三島

　　　　 　富士・静岡・島田・袋井・浜松・湖西・豊橋・安城　

②株式の状況

1発行可能な株式の総数 180,000株

2発行済株式の総数 125,000株

3当期末株主数 22名(従業員持株会持分表掲載者数113名)
当期中、株主数は増減ありません、従業員持株会持分表記載者数も増減ありません。

4主な株主（持株比率３％以上）
　　　　氏　　　名  　　  持 株 数 持株比率

遠藤科学従業員持株会 45,491　株 36.4%

遠藤総業㈲ 16,313　株 13.1%

遠藤  一秀 8,666　株 6.9%

遠藤とも子 6,107　株 4.9%

久野  淑子 6,096　株 4.9%

大畑美奈子 6,096　株 4.9%

竹内  裕子 5,205　株 4.2%

太田  浄子 4,609　株 3.7%

遠藤  恒介 3,971　株 3.2%

遠藤  展子 3,774　株 3.0%

③従業員の状況 2014年7月31日現在（役員8名、派遣社員1名、パート社員2名を除く）
   区  分     従 業 員 数      平 均 年 齢

　　男   129 人 (3名増)      42.8 才

　　女    74 人 (3名増)      39.4 才

　全社員   203 人 (6名増)      41.6 才

④主要な借入先
　  　借   入   先     期末借入残高

   株式会社 静岡銀行  　   833 百万円

   株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 　　　 90 百万円

   株式会社 清水銀行 　　　100 百万円

⑤子会社・関連会社
遠藤総業有限会社 当社発行済株式の13％を保有する持株会社です
〒422-8044　静岡市駿河区西脇１２９４

⑥取締役及び監査役
     地       位     氏      名        担        当

　取締役社長(代表取締役)    遠 藤 一 秀

　取締役副社長    朝 日 英 年

　取締役    河 合 利 治 第一営業部長(品質管理責任者)

　取締役 　 菅 原 久 晃 第二営業部長

　取締役 　 入 月 孝 尚 営業本部長

　取締役 　 林 　 隆 裕 総務部長(環境管理責任者)

　取締役 　 遠 藤 恒 介 島田営業所所長

　監査役    大畑 美奈子

　監査役    遠藤 とも子

　　　　　　　　　　　取締役副社長朝日英年は2014年9月29日をもって退任の予定です。

5.決算日以降に発生した事項
　特記すべき事項はありません

平均勤続年数

     18.7 年

     13.2 年

     16.7 年
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貸  借  対  照  表
2014年 7月31日現在

金    額 金    額

円 円

【流  動  資  産】 【  8,582,488,458】 【流  動  負　債】 【  7,337,287,114】

現 金 及 び 預 金 687,862,358  支 払 手 形 4,157,214,610  

受 取 手 形 1,089,916,954  買 掛 金 2,288,378,166  

電 子 記 録 債 権 424,457,553  短 期 借 入 金 710,004,000  

売 掛 金 6,103,915,522  未 払 金 52,332,681  

商 品 217,029,994  未 払 費 用 3,646,243  

貯 蔵 品 1,167,388  未 払 法 人 税 等 2,230,000  

前 払 費 用 2,107,265  未 払 消 費 税 等 40,426,800  

未 収 入 金 7,233,394  前 受 金 693,273  

前 払 金 882,968  預 り 金 58,701,341  

繰 延 税 金 資 産 49,438,720  未 払 賞 与 23,660,000  

貸 倒 引 当 金 △ 1,523,658  【固　定  負　債】 【    644,932,266】

【固  定  資  産】 【  2,211,591,777】 長 期 借 入 金 313,316,000  

 (有形固定資産） （  1,081,832,142） リ ー ス 債 務 22,966,638  

建 物 199,668,567  退 職 給 付 引 当 金 222,420,107  

建 物 付 属 設 備 14,582,805  役員退職慰労引当金 81,459,000  

構 築 物 5,076,678  預 り 保 証 金 1,434,710  

機 械 装 置 174,506  長期繰延税金負債 3,335,811  

　（有形固定資産）車 輛 運 搬 具 1  

器 具 及 び 備 品 20,839,035  負 債 の 部 合 計 7,982,219,380  

土 地 810,364,350  

リ ー ス 資 産 31,126,200  

 (無形固定資産) （     38,510,209） 【株  主  資  本】 【  2,669,497,256】

借 地 権 4,988,701  （資　　本　　金） （  　 62,500,000) 

電 話 加 入 権 10,666,018  （資 本 剰 余 金） （     18,182,769) 

ソ フ ト ウ ェ ア 22,855,490  資 本 準 備 金 18,182,769  

 (投資その他の資産) （  1,091,249,426） （利 益 剰 余 金） （  2,588,814,487) 

投 資 有 価 証 券 867,453,783  利 益 準 備 金 13,942,500  

出 資 金 270,000  その他利益剰余金 2,574,871,987  

長 期 貸 付 金 10,000,000  （ 任 意 積 立 金 ） （  2,500,000,000) 

破 産 債 権 等 811,157  （繰越利益剰余金） （     74,871,987) 

長 期 前 払 費 用 321,538  【評 価・換 算 差 額 等】 【  　142,363,599】

差 入 保 証 金 166,694,151  その他有価証券評価差額金 142,363,599  

会 員 権 46,104,375  

長 期 貸 倒 引 当 金 △ 405,578  純 資 産 の 部 合 計 2,811,860,855  

資 産 の 部 合 計 10,794,080,235  負債及び純資産の部合計 10,794,080,235  

資　  産  　の　  部 負    債    の    部

科      目 科      目 

純    資    産    の    部
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損  益  計  算  書

円

20,450,737,750  20,450,737,750  

195,364,173  

17,943,741,895  

217,029,994  17,922,076,074  

 (  2,528,661,676）

【販売費及び一般管理費】 2,493,981,987  

（     34,679,689）

14,763,517  

6,873,928  

24,865,093  

3,412,488  

14,204,385  64,119,411  

11,894,762  

6,465  

65,145  

2,248,738  

1,651,305  15,866,415  

（     82,932,685）

1,581  1,581  

915,406  

632,575  1,547,981  

 (     81,386,285) 

2,230,000  

37,391,247  39,621,247  

（     41,765,038）

受 取 利 息 ・ 配 当 金

科　         　　目 金              額

【 売 上 高 】

売 上 高

【 売 上 原 価 】

期 首 商 品 棚 卸 高

当 期 商 品 仕 入 高

期 末 商 品 棚 卸 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

【営 業 外 収 益】

【 特 別 損 失 】

受 取 賃 貸 料

仕 入 割 引

為 替 差 益

雑 収 入

【営 業 外 費 用】

支 払 利 息

割 引 料

支 払 保 証 料

雑 損 失

経 常 利 益

手 形 売 却 損

【 特 別 利 益 】

投 資 有 価 証 券 売 却 益

当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

災 害 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税･住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

自 2013年 8月 １日
至 2014年 7月 31日
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株主資本等変動計算書

円

資本剰余金

任意積立金
繰越利益
剰余金

62,500,000 18,182,769 13,942,500 2,500,000,000 45,606,949 2,559,549,449

剰余金の配当 △12,500,000 △12,500,000

当期純利益 41,765,038 41,765,038

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

29,265,038 29,265,038

62,500,000 18,182,769 13,942,500 2,500,000,000 74,871,987 2,588,814,487

株主資本 評価･換算差額等

2,640,232,218 33,128,229 2,673,360,447

剰余金の配当 △12,500,000 △12,500,000

当期純利益 41,765,038 41,765,038

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額) 109,235,370 109,235,370

29,265,038 109,235,370 138,500,408

2,669,497,256 142,363,599 2,811,860,855

純資産合計株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

株主資本

資本金

利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

前期末残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

自 2013年 8月 1日
至 2014年 7月 31日
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         　　　　キャッシュフロ－計算書 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー               円

1営業収支調整部分

① 営業損益調整部分

税 金 等 調 整 前 純 利 益 81,386,285  

減 価 償 却 費 48,721,197  

有 形 固 定 資 産 除 却 損 915,406  

貸 倒 引 当 金 増 加 額 557,005  

退 職 給 付 引 当 金 減 少 額 △ 55,905,915  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 増 加 額 12,779,000  

未 払 賞 与 繰 入 額 増 加 額 6,600,000  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 14,763,517  

支 払 利 息 14,215,110  

為 替 差 益 △ 3,412,488  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 1,581  

② 営業債権債務調整部分

売 上 債 権 増 加 額 △ 757,132,970  

棚 卸 資 産 増 加 額 △ 21,323,336  

仕 入 債 務 増 加 額 1,502,261,603  

そ の 他 債 権 減 少 額 26,950,008  

そ の 他 債 務 増 加 額 43,366,449  

小  計 885,212,256  

2営業外収支調整部分

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,763,517  

支 払 利 息 △ 14,215,110  

法 人 税 等 △ 2,230,000  

合　計 883,530,663  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュフロー

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 18,762,107  

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 3,799  

有形固定資産の取得による支出 △ 28,862,988  

そ の 他 投 資 の 増 加 に よる 支出 △ 4,248,891  

そ の 他 投 資 の 減 少 に よる 収入 868,000  

合　計 △ 51,002,187  

Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー

短 期 借 入 金 の 純 減 額 △ 400,000,000  
長 期 借 入 金 の 純 減 額 △ 20,004,000  
配 当 金 の 支 払 に よ る 支 出 △ 12,500,000  

合　計 △ 432,504,000  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 3,412,488  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 403,436,964  

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 284,425,394  

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 687,862,358  

科                 目 金             額

自 2013年 8月 １日
至 2014年 7月 31日
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個　別　注　記　表

１ 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券のうち、時価のあるものは、決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）、

時価のないものは、総平均法による原価法によっています。

なお、当期末時点では売買目的有価証券は所有していません。

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法

最終仕入原価法に基づく原価法によっています。

(3) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産　　定率法

　　　　　　　　 ただし平成10年4月１日以降取得した建物については定額法によっています。

平成19年3月31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで

償却が終了した翌事業年度から5年間で均等償却する方法によっています。

リース資産　 　　　定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっています。

無形固定資産　　定額法

自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっています。

(4) 引当金の計上について

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等

特定の債権については法人税法上の繰入限度額を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため､退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当期末に

発生している額を計上しています。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため､内規に基づく期末要支給額を計上しています｡

(5) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(6) 消費税等の処理方法

税抜方式にて会計処理しています。

(7) 会員権の時価評価について

取引相場のあるものについては当期末時点の売り希望と買い希望の中間相場にて、

取引相場のないものについては取得簿価によって評価したところ評価額は25,293千円

となり簿価(46,104千円)に比して20,811千円の評価差額が発生しています。

２ 貸借対照表注記事項

(1) 担保に提供している資産

土地  ････････････････････････････････     449,012千円  

建物  ････････････････････････････････       44,213千円  

担保に係る債務の額 ･････････････････      914,801千円

この他に投資有価証券の一部について担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  ････････････  650,041千円

(3) 当期末現在の受取手形割引高はありません 。 
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(4) 保証債務

遠藤総業有限会社の株式会社静岡銀行からの借入債務90,000千円に対し保証を行っております。

(5) 子会社・関連会社に対する債権債務

長期金銭債権  ････････････････････････････     10,000千円

３ 損益計算書注記事項

　 (1) 子会社・関連会社との取引

営業取引以外の取引高

　受取利息　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 　 147千円

４ 株主資本等変動計算書注記事項

(1) 発行済み株式の数･････････････････････････････ 　　125,000株

(2) 配当金支払額

決議 1株当り配当額(円) 基準日 効力発生日

100 平成25年7月31日 平成25年10月15日

(3) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成26年 9月 29日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

1株当り配当額(円) 基準日 効力発生日

100 平成26年7月31日 平成26年10月15日

※平成26年9月29日開催の定時株主総会において、上記の議案は承認可決されております。(平成26年9月29日加筆)

５ 税効果会計に関する注記事項

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳

<流動資産>繰延税金資産

繰越欠損金 39,526千円

未払使用人賞与    　  9,912千円

          繰延税金資産 合計  　 　49,438千円

<固定資産>長期繰延税金資産

退職給付引当金      77,259千円

少額固定資産            531千円

役員退職慰労引当金 　　　29,569千円

小計 107,360千円

評価性引当額 　　△29,569千円

          長期繰延税金資産 合計      77,791千円

<固定負債>長期繰延税金負債

その他有価証券評価差額金     △81,127千円

長期繰延税金負債合計        △81,127千円

          長期繰延税金負債の純額       3,335千円

12,500 利益剰余金

配当金の総額(千円)
平成25年9月27日
定時株主総会

12,500

配当金の総額(千円) 配当金の原資
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

      法定実効税率 38.6%

      交際費等の損金不算入 3.0%

      受取配当金等の益金不算入 △3.0%

      評価性引当額 6.1%

      住民税均等割 1.2%

      その他 1.1%

               1.6%

      税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.6%

６ リース取引に関する注記事項

(1) ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

1 リース資産の内容

営業用設備（車輌運搬具）であります。

2 リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針(3)固定資産の減価償却方法に記載のとおりであります。

(2) オペレーティング・リース取引に関する注記

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　　1年内                          7,363千円

　　1年超                        19,450千円

　　合計     　                  26,813千円

７ 一株当たり情報に関する注記

　一株当たりの純資産額  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22,494円88銭

　一株当たりの当期純利益　・・・・・・・・・・・・・・・・ 334円12銭

８ 当社の退職給付について

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付企業年金制度を採用しています｡なお現在は退職給付の60%

についてこれを適用し､40%については一時金支給しています。

(2) 退職給付債務およびその内訳

    退職給付債務  1,388,009千円

    年金資産残高  1,165,588千円

    退職給付引当金     222,420千円

(3) 退職給付費用の内訳

　　勤務費用  　　63,352千円　

    退職給付費用 合計      63,352千円

      税率変更に伴う期末繰延税金資産の減額修正
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当監査役は第62期事業年度の取締役の職務の執行に関して監査の結果を以下

の通り報告いたします。

1 監査役監査の方法及びその内容

当監査役は全８回の取締役会、期首会議など重要な会議に出席し、取

締役及びその使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め重要な書類を閲覧し、本社及び若干の事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。

当監査役は、2013年8月1日から 2014年7月31日までの第62期事業年度

の事業報告、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査いたしました。

2　監査の結果

(１) 監査の対象となった事業報告及びその附属明細書は法令及び定款

に従い会社の状況を正しく示しているものと認めます。

(２) 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令及び定款に違反

する重大な事実は認められません。

(３) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

計算書類及びその附属明細書は、一般に公正妥当と認められる企

業の会計基準に準拠して、当該事業期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示していることを認めます。

2014年9月11日

　遠藤科学株式会社

監査役　 大畑 美奈子 　印

監査役　 遠藤 とも子 　印

監　査　報　告　書
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　　　会社の概要 （2014年 9 月 29 日 現在）

社 名 遠藤科学株式会社

創 業 1947 年 (昭和22年)  1 月

設 立 1952 年 (昭和27年) 12 月 17 日

資 本 金  6,250万円

発行済株式数 125,000株　

事 業 年 度 8 月 1 日より　翌年 7 月 31 日 まで

本 社 静岡市駿河区西脇１２９４

営 業 所 つくば・千　葉・横　浜・平　塚・厚　木・御殿場・三　島・富　士

静　岡・島　田・袋　井・浜　松・湖　西・豊　橋・安　城

関 連 会 社 遠藤総業有限会社

役 員 取 締 役 社 長 (代表取締役) 遠 藤 一 秀

常 務 取 締 役 河 合 利 治 技 術 部 長
( 技術部門統轄・商品管理課長・
　品質管理責任者)

取 締 役 菅 原 久 晃 営 業 部 長 (仕入先窓口責任者)

取 締 役 入 月 孝 尚 営 業 本 部 長 (営業所統轄・客先窓口責任者)

取 締 役 林 隆 裕 総 務 部 長
(総務部門統括・総務課長・環境管
 理責任者)

取 締 役 遠 藤 恒 介 島田営業所長

監 査 役 大畑 美奈子

監 査 役 遠 藤と も子

会 長 遠 藤 清 士 非常勤
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